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公共交通機関の人キロあたり CO2 排出量は，一般に鉄道のような大量輸送機関が小さいと認識されてい

るが，人口密度が小さい都市では自家用乗用車が最小となる場合もありえる．一方，電動キックボードな

どの端末交通機関が発達すれば，幹線として公共交通機関へのアクセスが向上する．それに伴って駅・停

留所勢圏が拡大し，公共交通機関との乗継で CO2 排出量を大幅削減できる場合も考えられる．このような

都市の旅客交通システムの形態について，各輸送機関の CO2 原単位や，将来の公共交通機関の乗客数減少

のトレンドを踏まえつつ，再エネ導入による電力の CO2 排出係数の低下や，端末交通機関の普及による駅

勢圏域の拡大といった施策を講じた場合の CO2 排出量変化を評価する．これを参考に，都市の人口規模別

で幹線に CO2 最小となる旅客交通システムを選定する．これにより，中長期における旅客交通システムの

脱炭素化の方向性が示される． 
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1. はじめに 
 

(1) 研究の背景 
近年，気候変動問題への対応が重要な課題となって

いる．2021年改正の地球温暖化対策推進法に基づく日本

政府の計画では，2050年のカーボンニュートラル実現の

ため，2030 年までに 2013 年度比で温室効果ガス 46%の

削減目標が掲げられて いる． 
運輸部門は日本の総CO2排出量の 2割弱であり，自家

用乗用車がその約半数を占める．削減策の 1つとして自

家用乗用車から公共交通機関への転換があるが，旅客輸

送量(輸送人km)の小さい都市では公共交通機関の低炭素

性での優位は小さい．故に，最もCO2の大幅削減を実現

できる施策とは，旅客輸送量や運行頻度，そしてその背

景となる都市の規模や密度等に応じて最適な公共交通機

関を都市に導入していくことである． 
近年では，電動車両や近距離移動向けの端末交通機

関の普及が考えられている．特に，端末交通機関の普及

による近距離移動の利便性の向上に伴って，駅勢圏(駅

から鉄道を利用する需要が存在する範囲)の拡大が見込

めるため，幹線となる公共交通機関へのアクセス性が向

上する．それに伴って，自家用乗用車から公共交通機関

への転換が促進され，CO2排出量削減に繋がることが考

えられる． 
このように，自家用乗用車から「幹線公共交通機関

＋端末交通機関」への転換がカーボンニュートラル実現

に有効である． 
 
(2) 研究の目的 
本研究では，運輸部門のうち旅客交通起源のCO2排出

量の市区町村単位での将来予測モデルを構築する．その

モデルを用いて中長期(2030 年・2050 年)における CO2排

出量を予測する． 
次に，CO2排出量の大幅削減を実現する施策を市区町

村ごとに適用する．具体的には，端末交通機関の普及に

伴う駅勢圏の拡大を想定し，最もCO2削減に寄与する旅

客交通システムを選定し，自家用乗用車からの転換によ

る削減量を算出する． 
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上記の結果より，2030年の旅客交通起源のCO2排出量

を 2013 年比で 35%の削減目標と，2050 年のカーボンニ

ュートラルの実現可能性について評価する． 
 
 
2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ 
 
(1) LCAと SyLCEL 

一般的に，輸送機関のCO2排出量を算出する際，車両

走行時に使用されたエネルギーに対するCO2排出量のみ

考慮されることが多い．しかし実際には，車両の製造・

走行・廃棄の際に使用されたエネルギーに対するCO2排

出量も，輸送によって生じたものである．そのため，輸

送のCO2排出量変化を定量評価する場合，製造から廃棄

までのライフサイクル全体におけるCO2排出量を算出す

るLife Cycle Assessment(LCA)の手法を適用するべきである． 
また公共交通機関を新たに導入する場合，車両だけで

なく，軌道や駅などのインフラ構造物の建設・維持管理

に伴うCO2排出量をも考慮する必要がある．これらの輸

送システムを構成する車両とインフラ構造物のライフサ

イクル全体での CO2排出量を考慮する概念が System Life 
Cycle Environmental Load(SyLCEL)である(加藤ら 2009)1)． 本
研究では，これらを加味した分析を行う． 
 
(2) 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

旅客交通起源のCO2排出量を，マクロ分析の手法を用

いて推計した既往研究を見ると，伊藤ら(2011)2)は，2050
年のCO2排出目標値達成のために，地域交通圏別に導入

すべき乗合輸送機関の選択方法と必要整備量の決定手法

を構築することで行っている． 
また朴ら(2023)3)は，パーソナルモビリティの LC-CO2

排出量の推計式を構築し，それを用いて自家用乗用車か

ら鉄道・バス+パーソナルモビリティへ転換した際の

CO2排出量変化を推計している． 
これらの既往研究において，自家用乗用車から乗合輸

送機関・端末交通機関それぞれに転換した際のCO2排出

量の削減効果について評価している．しかし，端末交通

機関の普及を想定した上で，自家用乗用車から公共交通

機関へ転換した際のCO2排出量の削減効果を評価した研

究は存在しない．  
そのため本研究では，中長期における旅客交通起源の

CO2排出量を予測する際，将来の技術向上やモビリティ

革命に伴う電動キックボード等の端末交通機関の普及を

想定したCO2排出量の予測を行うことで，今後のカーボ

ンニュートラルを実現する環境・交通施策の検討に資す

ることを目指す． 
 
 

3. 旅客交通システムの LC-CO2排出量推計方法 

 

(1) 旅客交通システムの対象機関 

伊藤ら(2011)では，「幹線」(代表交通手段)のみに着目

し，LC-CO2 排出量が最小となる代表交通機関を決定し

ていた．本研究では「幹線」に加え，「端末」を合わせ

た「旅客交通システム」を考えることで，端末交通機関

の充実による「幹線」利用の増大(自家用乗用車からの

転換)を評価可能とする．  
 
(2) 旅客交通システムの LC-CO2排出量推計式 

都市の「幹線」を走る公共交通機関の SyLC-CO2排出

量は，中大量乗合輸送機関のCO2排出原単位より推計可

能である．その際，a)車両製造段階，b)インフラ建設段

階，c)車両走行段階，d)インフラ運用段階に分け，中大

量乗合輸送機関𝑚𝑚の SyLC-CO2排出量を推計する(式(1)～
式(3))． 

𝐸𝐸𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚 = �
𝑒𝑒𝑣𝑣,𝑐𝑐
𝑚𝑚 × 𝑥𝑥𝑚𝑚

𝑇𝑇𝑣𝑣𝑚𝑚
� + �

𝑒𝑒𝐼𝐼,𝑐𝑐𝑚𝑚 × 𝑦𝑦𝑚𝑚

𝑇𝑇𝐼𝐼𝑚𝑚
� 

+𝐸𝐸𝑣𝑣,𝑟𝑟
𝑚𝑚 + 𝐸𝐸𝐼𝐼,𝑟𝑟𝑚𝑚  

(1) 

𝐸𝐸𝑣𝑣,𝑟𝑟
𝑚𝑚 = 𝑒𝑒𝑣𝑣,𝑟𝑟

𝑚𝑚 × 𝑃𝑃 (2) 

𝐸𝐸𝐼𝐼,𝑟𝑟𝑚𝑚 = 𝐸𝐸𝑣𝑣,𝑟𝑟
𝑚𝑚 × 𝑏𝑏𝑚𝑚 (3) 

𝐸𝐸𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠：中大量乗合輸送機関の SyLC-CO2 排出量[CO2]，
𝑣𝑣：車両，𝐼𝐼：インフラ，𝑒𝑒𝑣𝑣,𝑐𝑐：車両製造時 CO2排出原単

位[CO2/台]，𝑥𝑥：想定区間での必要車両台数[台]，𝑒𝑒𝐼𝐼,𝑐𝑐：イ

ンフラ建設時 CO2排出原単位[CO2/m，本，駅]，𝑦𝑦：想定

区間でのインフラ構造物投入量[m，本，駅]，𝑇𝑇：ライフ

タイム，𝐸𝐸𝑣𝑣,𝑟𝑟：車両走行時 CO2排出量[CO2]，𝐸𝐸𝐼𝐼,𝑟𝑟：イン

フラ運用時 CO2排出量[CO2]，𝑒𝑒𝑣𝑣,𝑟𝑟：車両走行時 CO2排出

原単位[CO2/台 km]， 𝑃𝑃：輸送量[人 km]，𝑏𝑏：車両走行時

に対する比率 
次に自家用乗用車，および端末交通機関の LC-CO2排

出量は，以下の式より推計可能である．(式(4)) 

𝐷𝐷𝐿𝐿𝐿𝐿𝑚𝑚 = �
𝐷𝐷𝑐𝑐𝑚𝑚 × 𝑥𝑥𝑚𝑚

𝑇𝑇𝑚𝑚
� + (𝐷𝐷𝑟𝑟𝑚𝑚 × 𝑥𝑥𝑚𝑚 × 𝐾𝐾𝑟𝑟𝑚𝑚) (4) 

𝐷𝐷𝐿𝐿𝐿𝐿：自家用乗用車・端末交通機関𝑚𝑚の LC-CO2 排出量

[CO2]，𝐷𝐷𝐶𝐶：製造時 CO2 排出原単位[CO2/台]，𝑥𝑥：必要台

数[台]，𝑇𝑇：ライフタイム，𝐷𝐷𝑟𝑟：走行時 CO2排出原単位

[CO2/km]，𝐾𝐾𝑟𝑟：走行距離[km/台] 
また，電力消費起源の走行時CO2排出原単位は，式(5)

より推計する． 

𝐷𝐷𝑟𝑟𝑚𝑚 = 𝑒𝑒𝑟𝑟𝑚𝑚 × 𝛾𝛾𝑒𝑒 (5) 

𝑒𝑒𝑟𝑟𝑚𝑚：電力消費量[Wh/km]，𝛾𝛾𝑒𝑒：電力の CO2 排出係数

[CO2/Wh] 
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なお，LCAの各段階におけるCO2排出原単位について，

「幹線」を走る公共交通機関は， 著者らが事業者から

取得した電力消費量や走行実測データより整備した中大

量乗合輸送機関の LC-CO2 排出量の値を用いる．（図-1） 

 
①輸送量：6,000[人/day]，②輸送量：30,000[人/day] 

図-1中大量乗合輸送機関のLC-CO2排出量の値 
 
また，端末交通機関については，朴ら(2023)が算定し

た CO2排出原単位を用いる．対象とする機関は，HV，
EV，超小型モビリティ，電動キックボードとする． 
なお，旅客交通システムの車両・インフラ構造物の廃

棄時に排出される CO2については，長田ら(2006)4)，森本

ら(2012)5)により，車両走行分に比べ無視できるほど小さ

いことが示されているため，計算に含めていない． 
 

 

4.  旅客交通起源 CO2排出量の予測手法 

 
(1) 地域特性に応じた対象地域の類型区分化 

旅客交通起源のCO2排出量を算出する際，各市区町村

を，以下の要素を基に分類する．(表-1) 
 

表-1将来予測に用いる各市区町村の分類方法 

 
(2) 2019年の CO2排出量の把握 

初めに，現況(2019 年)での旅客交通起源の CO2排出量

を推計する． まず，自家用乗用車のCO2排出量について

は，石河ら(2022)6)の値を用いる．石河らは，自動車検査

証の個別統計を用いて，市区町村別のCO2排出量を推計

している．その際，自動車の 1台当たり走行距離と可住

地人口密度の関係を定式化しており，人口密度変化の影

響予測が可能になっている． 次に鉄道のCO2排出量を推

計する．本研究では，入手できる最新のデータである，

令和元年度の鉄道統計年報 8)を用いて推計した CO2排出

量を，現況での鉄道起源のCO2排出量とみなす．まず，

鉄道統計年報の「（17）運転用電力，燃料及び油脂消費

額」の事業者別の電力消費量[kWh/year]と軽油量[kL/year]
を各運輸局別で集計する．運輸局別で集計されたエネル

ギー消費量を，市区町村の鉄道路線長比で按分し，按分

した電力・燃料消費量に，使用エネルギー別CO2排出係

数(電力係数，燃料係数)(表-2)を乗じて，鉄道路線の存在

する市区町村別でCO2排出量を推計する． 
 

表-2   2019年のエネルギー別のCO2排出係数 
電力のCO2排出係数 

[g-CO2/Wh] 
燃料のCO2排出係数 

[g-CO2/L] 
0.503 2.848 

 
最後にバスのCO2排出量は，全国の市区町村別で得ら

れる道路交通センサス自動車起終点調査の結果を用いて

いる．ただし，同調査が 2019 年度には行われていない

ため，直近の2015年(平成27年)に行われた調査の結果を

現況でのCO2排出量とみなす． 
以上の各輸送機関のCO2排出量の合計値を，2019年に

おける旅客交通起源のCO2排出量とする． 
 
(2) 中長期CO2排出目標値の設定 

本研究で想定する中長期 CO2排出量の削減目標量は，

2030 年については 2013 年比で 35%削減，2050 年につい

てはカーボンニュートラルの実現とする． ここで，2050
年のカーボンニュートラルを実現する旅客交通部門の

CO2排出量の目標値を設定する．林野庁では，令和 3 年

10 月に改訂された地球温暖化対策計画において，森林

の整備等によるCO2吸収源の増加対策に取り組むことに

より，2030 年に約 3,800 万[t-CO2/年]の森林による CO2吸

収量を確保する目標を掲げている 9)．本研究では，地球

温暖化対策計画における 2030 年の日本全体のエネルギ

ー起源のCO2排出目標値と運輸部門のCO2排出目標値の

比(0.192)を，2030 年の森林吸収量の目標値(3,800 万[t-CO2/
年])に乗ずることで算出された約730万[t-CO2/年]を，2050
年の旅客交通部門の目標値とする. 
 
(4) 中長期の CO2排出量予測モデルの構築 

自家用乗用車，端末交通機関のCO2排出量は，人口，

道路延長，DID 人口密度，駅密度について将来の予測値

を与えることで予測する．（図-2）その際，伊藤ら

(2011)が用いたコブ・ダグラス型関数による保有台数モ

デルを参考にした(式(6)，式(7))． 

27 27 28 28 30 30 30 30
55 55 62 62

35 35

13 13 13 13 15 15

19 19
19 1925 5

70
21

49 12

306

63 10 2
65 13

52 13

10

20

40

80

160

320

① ② ① ② ① ② ① ② ① ② ① ② ① ②

LRT 懸垂式 跨座式 地下鉄 BRT GWB AGT

LC
-C

O
2[

g-
C

O
2 /人

km
]

車両走行 インフラ運用 車両製造 インフラ製造

大分類 人口規模 昼間人口と 
夜間人口の比 小分類 

大都市 70万人〜 - 𝑎𝑎.大都市 

中核都市 20万人〜 
1.0〜 𝑏𝑏.中心都市 
〜1.0 𝑐𝑐.周辺都市 

中小都市 〜20万人 
1.0〜 𝑑𝑑.中心都市 
〜1.0 𝑒𝑒.周辺都市 

農山漁村 〜1万人 - 𝑓𝑓.農山漁村 
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𝐻𝐻𝑖𝑖 = 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖 ∙ 𝑦𝑦𝑖𝑖 (6) 

𝑦𝑦𝑖𝑖 = exp (𝛾𝛾1) ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖
𝛾𝛾2 ∙ �

1
𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖

�
𝛾𝛾3
∙ �

1
𝑑𝑑𝑖𝑖
�
𝛾𝛾4

 (7) 

𝑖𝑖：市区町村，𝐻𝐻𝑖𝑖：自家用乗用車保有台数[台]，𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖：
夜間人口[人]，𝑦𝑦𝑖𝑖：自家用乗用車保有率，𝑅𝑅𝑖𝑖：人口当た

り道路延長[km/人]，𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖：DID人口密度[人/km2]，𝑑𝑑𝑖𝑖：
駅密度[駅数/km2]，𝛾𝛾1~𝛾𝛾4：パラメータ 

 

図-2自家用乗用車・端末交通機関のLC-CO2予測フロー 
 
人口については，人口問題研究所が算出した値 10)を用

いる．ただし，2050年の人口については，2015〜2045年
の日本の総人口を年で線形回帰することで 2050年の総

人口を求めた上で，2045年と 2050年の人口比を 2045年
の市区町村別人口に乗ずることで算出する．道路延長，

DID人口密度・可住地人口密度は，「e-Stat 統計で見る

日本」より取得した値 11)を用いる．駅密度は，市区町村

別の鉄道の駅数を可住地面積で除することで算出する．

また，道路延長，DID人口密度・可住地人口密度は中長

期において変化しないものとする．  
自家用乗用車 1台当たり走行距離は，石河ら(2022)が

算出した1台当たり走行距離と市区町村別の可住地人口

密度の関係より算出する．（式(8)） 

𝐾𝐾𝑖𝑖 = −896 ln𝑅𝑅𝐻𝐻 + 15978 (8) 

𝐾𝐾𝑖𝑖：1台当たり走行距離，𝑅𝑅𝐻𝐻：可住地人口密度 
また，将来の鉄道のCO2排出量は公共交通機関の 

式(1)~式(3)に車両台数，輸送量の将来値を与えることで

予測する．(式(6) その際，パラメータは国土交通省の

「国土数値情報ダウンロードサービス」の駅別乗降者数
12)を輸送量として，それを基に推定する． 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖 = exp (𝛾𝛾5) ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝛾𝛾6 ∙ �
1

𝑅𝑅𝐻𝐻，𝑖𝑖
�
𝛾𝛾7

∙ �
1
𝑑𝑑𝑖𝑖
�
𝛾𝛾8

 (9) 

公共交通機関の輸送量𝐷𝐷𝐷𝐷[人]𝑖𝑖：市区町村，𝑅𝑅：1人当た

り道路延長[km/人]，𝑅𝑅𝐻𝐻：可住地人口密度[人/km2]，𝑑𝑑：
駅密度[駅数/km2]，𝛾𝛾5~𝛾𝛾8：パラメータ 

5.  将来シナリオ適用時の CO2予測 

 
(1) 技術固定シナリオ 

技術固定シナリオでは，現在の技術水準が将来におい

ても同じレベル(燃料・電力消費量や CO2排出係数が不

変)だとし，日本の市区町村の人口・出生率・生存率・

純移動率が現状通り推移すると仮定する．  
 
(2) 技術向上シナリオ 

技術向上シナリオでは，旅客交通部門における車両性

能やエネルギー効率の向上を考慮する． 
自家用乗用車については，経済産業省の「カーボンニ

ュートラルに向けた自動車政策検討会」における「次世

代自動車の普及目標」13)と「EV/PHV 普及の現状につい

て」14)に従って，自家用乗用車における HV・EVの普及

を想定する．(表-3) 
 

表-3  EST1次世代自動車の普及率の設定 
 2030年 2050年 

GV 50% 0% 
HV 30% 0% 
EV 20% 100% 

 
また，シェアリングカーが普及することで，将来の車

両の保有台数が変化することを想定する．本研究では，

東京都都税局の「乗用車市場の見通し」15)に従う．具体

的には，シェアリングカー維持に必要な利用人数，利用

されうる割合と許容距離（利用される距離），非保有者

1 台あたり運転者より，シェアリングカーの影響を考慮

した際の自家用乗用車の保有台数を予測する． 
さらに，環境省の「次世代自動車普及戦略」16)に従っ

て，自家用乗用車のライフタイムの向上を想定する．

(表-4) 
 

表-4  自家用乗用車のライフタイムの設定 
 2019年 2030年 2050年 

ライフタイム[年] 10 12.5 13 
 
 次に，バスについては，自家用乗用車と同様に車両の

電動化が進展することを想定する．なお，バスの電費に

ついては，井原ら(2022)17)の電費予測式を用いる．(式(10) 

𝐸𝐸𝐸𝐸 = 𝑓𝑓(𝑉𝑉) = 0.00091𝑉𝑉2 + 0.35 +
0.17
𝑉𝑉  (10) 

𝐸𝐸𝐸𝐸：電費[kWh/km]，𝑉𝑉：平均速度[m/s] 
各輸送機関の電動化に加え，電力のCO2排出係数の改

善も考慮する．経済産業省の「エネルギー基本計画の概

要」の「2030年におけるエネルギー需給の野心的見通し」
18)に従って，電力の電源構成の変化に伴うライフサイク
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ルCO2排出係数の改善を想定する． (表-5) 
 

表-5  電力のCO2排出係数の設定値 
 2019年 2030年 2050年 

CO2排出係数 
[g-CO2/Wh] 0.503 0.287 0.026 

 
(3) 交通施策シナリオ 

技術向上シナリオに加え，CO2排出量の削減を実現す

る交通施策シナリオを想定する．本研究では，「①

SyLC-CO2が最小となる中大量乗合輸送機関の導入」，

「②端末交通機関の普及による駅勢圏の拡大，およびそ

れに起因する自家用乗用車から公共交通機関への転換」

を想定する． 
①については鉄道駅が存在する都市の幹線部を走る公

共交通機関において，SyLC-CO2排出量が最小となる輸

送機関を選定し，公共交通機関のモードの転換を想定す

る．(図-3)対象とする機関は，図-1に示すものとする． 

図-3 公共交通機関のSyLC-CO2排出量推計フロー 
 
②は，端末交通機関（電動キックボード）の普及によ

る駅勢圏の拡大，およびそれに起因する自家用乗用車か

ら公共交通機関への転換を想定する．その際，駅勢圏に

住む人口の全員が，自家用乗用車から「端末交通機関+
公共交通機関」へ転換すると仮定する．このとき，①の

施策の適用によって選定された中大量乗合輸送機関が導

入され転換すると想定する．また，市区町村別の駅勢圏

人口は，市域平均での人口密度に駅数と駅勢圏面積を乗

じることで算出する．なお，駅勢圏は駅勢圏半径𝑅𝑅の正

円を仮定し，圏内の自家用乗用車の保有者が公共交通機

関へ転換することを想定する． 
 
(4) 交通モード選定結果 

2050 年において，表-1 の分類別で LC-CO2排出量が最

小となる中大量乗合輸送機関を選定した．(表-6)その結

果，大都市や中核都市では LRT が最小だが，一部の中

小都市や農山漁村では BRT が最小となることが分かる． 
 
(5) シナリオ適用時の CO2排出量予測結果 

各シナリオを適用した際の，CO2排出量の予測結果を 図

-4，図-5，図-6 に示す．技術向上シナリオ適用により，

2030年におけるCO2排出量は，2013年比で 49.0[%] 
 

表-6    SyLC-CO2最小の輸送機関の選定結果(2050) 

小分類 
選定都市数 

鉄道駅数 LRT BRT 
𝑎𝑎.大都市 23 23 0 
𝑏𝑏.中心都市 53 53 0 
𝑐𝑐.周辺都市 55 55 0 
𝑑𝑑.中心都市 242 239 3 
𝑒𝑒.周辺都市 672 667 5 
𝑓𝑓.農村漁村 224 148 76 

 
削減される．つまりHV・EVの普及，および電力のCO2

排出係数の改善により，2030年の目標値を達成できる

ことが分かる． また，技術向上シナリオ・交通施策シ

ナリオの両方を適用すると，2050年におけるCO2排出

量は 2013年比で，最大で 90.1[%]削減できる．一方で，

2050年におけるカーボンニュートラルの実現には，交

通施策シナリオ適用時からさらに 40.0[%]のCO2排出量

の削減が必要である．また，2050年の各駅勢圏半径で

のCO2排出量の差分は，2030年の差分と比べて小さ

い．これは，2050年では再エネ普及率を 100%としてお

り，車両走行時CO2排出量の変化が小さいためである． 

 

図-4   一人当たり旅客交通CO2排出量(2050) 

図-5各シナリオとCO2排出量の関係 

0 40,000,000 80,000,000 120,000,000[t-CO2/year]
-90.1[%]

-11.4[%]

-83.8[%]

-66.2[%]
-55.7[%]

-49.0[%]

-82.5[%]

-26.1[%]
-35.1[%]

2050年R2000

2013年度

2019年度

2050年R500

2030年R2000

2030年R500

2030年技術向上

2050年技術向上

2030年技術不変

2050年技術不変
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6. おわりに 
 

本研究では，車両の電動化や，シェアリングカー・新

しい端末交通機関の普及に伴う，自家用乗用車から公共

交通機関への転換による，日本の旅客交通起源のCO2排

出量の削減効果を予測した．また，「幹線」を走る公共

交通機関のうち，市区町村別でSyLC-CO2排出量が最小

となる中大量乗合輸送機関を選定した．その結果，大都

市や中核都市ではLRTが，旅客輸送量の小さい一部の

中小都市や農山漁村ではBRTが選定され，自家用乗用

車から公共交通機関と端末交通機関を組み合わせた旅客

交通システムの転換により，CO2排出量の削減効果が見

込まれることが分かった．今後は，輸送機関のCO2排出

量の予測の際，運行可能のモデル化を行い，運行本数に

上限がある点を考慮すべきである． 
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